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２
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９
５
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サ
ラ
リ
ー
マ
ン
な
ど
給
与
所
得
の
方

《
主
な
収
入
が
給
与
収
入
の
方
》

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
給
与
収
入
に
か
か
る
所

得
税
は
、
毎
月
の
給
与
や
ボ
ー
ナ
ス
か
ら
源

泉
徴
収
さ
れ
、
12
月
の
年
末
調
整
に
よ
っ
て

１
年
間
の
納
税
が
完
了
し
ま
す
の
で
、
確
定

申
告
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
な
ど
の
給
与
所
得
の
方
で
も

次
の
よ
う
な
方
は
申
告
が
必
要
で
す

①
昨
年
の
給
与
の
収
入
額
が
２
千
万
円
を
超

え
る
方

②
給
与
を
１
ヵ
所
か
ら
受
け
て
い
る
場
合
で
、

給
与
以
外
の
所
得
金
額
（
不
動
産
所
得
な

ど
）
が
20
万
円
を
超
え
る
方

③
給
与
を
２
ヵ
所
以
上
か
ら
受
け
て
い
る
場

合
で
、
年
末
調
整
さ
れ
た
給
与
以
外
の
給

与
の
収
入
額
と
、
給
与
以
外
の
所
得
金
額

と
の
合
計
が
20
万
円
を
超
え
る
方

事
業
所
得
や
不
動
産
所
得
が
あ
る
方

《
主
な
収
入
が
給
与
収
入
以
外
の
方
》

次
の
各
項
目
に
該
当
す
る
方
は
確
定
申
告

が
必
要
で
す
。

①
商
売
な
ど
個
人
で
事
業
を
営
ん
で
い
る
方

②
不
動
産
収
入
（
家
賃
や
地
代
な
ど
）
が
あ

る
方

③
土
地
や
建
物
、
株
式
な
ど
を
譲
渡
し
た
方

④
年
金
を
受
け
て
い
る
方
で
年
金
以
外
の
収

入
が
あ
る
方
や
、
社
会
保
険
料
控
除
・
生

命
保
険
料
控
除
な
ど
を
受
け
ら
れ
る
方

申
告
で
税
が
還
付
さ
れ
る
方

通
常
は
確
定
申
告
の
必
要
の
な
い
サ
ラ
リ

ー
マ
ン
な
ど
給
与
所
得
の
方
で
も
、
次
の
よ

う
な
方
は
確
定
申
告
を
す
る
と
所
得
税
が
還

付
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

①
平
成
19
年
中
に
退
職
し
、
そ
の
後
再
就
職

し
な
か
っ
た
た
め
、
年
末
調
整
を
受
け
ら

れ
な
か
っ
た
場
合

②
病
気
や
け
が
な
ど
で
多
額
の
医
療
費
を
支

払
っ
た
場
合
（
医
療
費
控
除
）

③
災
害
や
盗
難
に
あ
っ
て
、
住
宅
や
家
財
に

損
害
を
受
け
た
場
合
（
雑
損
控
除
）

④
住
宅
ロ
ー
ン
を
利
用
し
て
、
マ
イ
ホ
ー
ム

を
購
入
し
た
り
増
改
築
を
し
た
場
合
（
住

宅
借
入
金
等
特
別
控
除
）

⑤
一
定
の
要
件
を
満
た
す
住
宅
耐
震
改
修
を

し
た
場
合
（
住
宅
耐
震
改
修
特
別
控
除
）

※
詳
し
く
は
税
務
署
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
。

申
告
に
必
要
な
も
の

・
申
告
書
と
印
鑑
（
申
告
書
は
会
場
に
も
あ

り
ま
す
）

・
社
会
保
険
料
・
医
療
費
の
領
収
書
、
国
民

年
金
保
険
料
・
生
命
保
険
料
・
地
震
保
険

料
の
控
除
証
明
書
な
ど
控
除
に
必
要
な
書

類
・
給
与
・
年
金
の
源
泉
徴
収
票

・
銀
行
な
ど
の
口
座
番
号
が
分
か
る
も
の
と

届
け
出
印
（
所
得
税
を
口
座
振
替
で
納
付

さ
れ
る
方
や
、
還
付
申
告
を
さ
れ
る
方
）

注
意
事
項

◎
「
お
む
つ
」
に
係
る
費
用
の
医
療
費
控
除

に
つ
い
て

お
む
つ
代
が
医
療
費
控
除
の
対
象
と
な
る

の
は
、
医
師
が
発
行
し
た
「
お
む
つ
使
用
証

明
書
」
の
発
行
日
以
降
に
購
入
さ
れ
た
お
む

つ
代
で
す
。
た
だ
し
、
２
年
目
以
降
の
確
定

申
告
に
つ
い
て
は
、
介
護
保
険
法
に
基
づ
く

要
介
護
認
定
者
で
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場

合
、
こ
の
証
明
書
に
代
え
て
保
険
年
金
グ
ル

ー
プ
で
発
行
す
る
証
明
書
を
添
付
す
れ
ば
、

医
師
の
証
明
書
は
不
要
で
す
。
該
当
す
る
方

は
、
保
険
年
金
グ
ル
ー
プ
介
護
保
険
チ
ー
ム

に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
対
象

次
の
す
べ
て
に
当
て
は
ま
る
方

・
昨
年
、
医
師
が
発
行
し
た
「
お
む
つ
証
明

書
」
で
医
療
費
控
除
を
受
け
ら
れ
た
方

〔
今
回
で
お
む
つ
代
（
医
療
費
控
除
）
の

確
定
申
告
が
２
年
目
以
降
〕

・
介
護
保
険
の
要
介
護
認
定
者
で
①
主
治

医
意
見
書
の
内
容
に
「
尿
失
禁
」
の
チ
ェ

ッ
ク
が
あ
る
②
障
害
老
人
自
立
度
が
Ｂ

ま
た
は
Ｃ
の
方

◎
障
害
者
控
除
に
つ
い
て

介
護
保
険
の
要
介
護
認
定
者
で
、
一
定
の

要
件
を
満
た
す
方
は
、
障
害
者
手
帳
が
無
く

て
も
障
害
者
控
除
が
受
け
ら
れ
ま
す
。
申
告

を
さ
れ
る
方
で
該
当
す
る
場
合
は
、
障
害
者

控
除
証
明
書
を
発
行
し
ま
す
の
で
、
申
告
前

に
保
険
年
金
グ
ル
ー
プ
介
護
チ
ー
ム
で
相

談
・
申
請
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ

保
険
年
金
グ
ル
ー
プ
介
護
保
険
チ
ー
ム

1
０
７
９
（
４
３
５
）
２
５
８
２

確
定
申
告
を
さ
れ
る
方
と
、
勤
務
先
か
ら

役
場
へ
給
与
の
支
払
報
告
書
が
提
出
さ
れ
て

い
る
方
は
、
住
民
税
の
申
告
は
必
要
あ
り
ま

せ
ん
。

申
告
が
必
要
な
方

①
平
成
20
年
１
月
１
日
現
在
、
町
内
に
住
所

が
あ
り
、
昨
年
中
に
所
得
が
あ
っ
た
方

②
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
で
、
次
の
い
ず
れ
か
に
あ

て
は
ま
る
方

・
勤
務
先
か
ら
役
場
へ
給
与
の
支
払
報
告
書

が
提
出
さ
れ
て
い
な
い
方

・
給
与
以
外
に
、
家
賃
や
地
代
、
農
業
な
ど

の
所
得
が
あ
り
、
そ
の
合
計
額
が
20
万
円

以
下
の
方
（
20
万
円
を
超
え
る
場
合
は
所

得
税
の
確
定
申
告
が
必
要
で
す
）

・
平
成
19
年
中
に
退
職
し
、
そ
の
後
再
就
職

し
な
か
っ
た
た
め
年
末
調
整
を
受
け
ら
れ

な
か
っ
た
方

・
所
得
税
が
か
か
ら
な
い
方
で
、
医
療
費
控

除
、
雑
損
控
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
方

・
年
末
調
整
で
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の

届
出
を
さ
れ
た
方
の
う
ち
、
所
得
税
で
引

き
き
れ
な
か
っ
た
税
額
が
あ
る
方
（
住
宅

借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
　
住
民
税
の
改

正
の
特
集
ペ
ー
ジ
参
照
）

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
人
は
必

ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。
た
だ
し
、
所
得
税

の
確
定
申
告
か
、
町
県
民
税
の
申
告
を
さ
れ

る
方
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

所
得
が
少
な
い
方
に
つ
い
て
は
、
負
担
を

軽
く
す
る
た
め
、
状
況
に
応
じ
て
国
民
健
康

保
険
税
が
軽
減
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

申
告
が
な
け
れ
ば
、
そ
の
措
置
が
受
け
ら
れ

ま
せ
ん
。
収
入
が
な
か
っ
た
方
も
、
必
ず
申

告
し
て
く
だ
さ
い
。

※
町
県
民
税
・
国
民
健
康
保
険
税
と
も
、
申

告
に
必
要
な
も
の
は
、
所
得
税
の
申
告
と
同

じ
で
す
。申
告
書
は
申
告
会
場
に
あ
り
ま
す
。

※
町
県
民
税
と
国
民
健
康
保
険
税
の
お
問
い

合
わ
せ
は
税
務
グ
ル
ー
プ
へ
。

s場所 播磨町役場 第2庁舎3階第2会議室
※昨年までは第1庁舎2
階で受け付けしていま
したが、今年度から第
2庁舎（播磨町立図書館
向かい）に変更してい
ます。お間違えの無い
よう、ご注意ください。

s期間 2月18日(月)～3月17日(月)
（土・日を除く）

s時間 午前9時～11時、午後1時～4時
※日時によっては混雑が予想され、受付時
間内であっても当日の受け付けができな
い場合がありますので、あらかじめご了
承ください。（特に、初日から数日間は
混雑が予想されます）

s受付内容 町県民税、国民健康保険税、
一部の所得税申告
※譲渡所得・事業所得〈1年目〉・住宅借入
金等特別控除〈1年目〉・住宅耐震改修特
別控除・青色申告・準確定申告・損失申
告の方は、税務署で申告してください。

s申告に際しての注意事項
・医療費控除を申告する方は、事前に医療
費の明細書を作成しておいてください。
（役場では、明細書作成や領収書の整理
は行っていません）
・事業などで収支計算が必要な方は、必ず
収支内訳書を完成させてください。（役
場では、収支内容についての指導は行っ
ていません）
・平成19年分の農業所得の申告には、収支
計算書が必要です。

〈収支計算の方法〉
収入金額－必要経費＝所得金額
収入金額…米や野菜の販売金額、自家消費
など
必要経費…種もみや苗代、水利費、土地改
良費、農機具の減価償却費や修繕費

2月18日(月)から、所得税の確定申告と町民税の

申告が始まります。ご自身で申告書を作成し、3月

17日(月)までに申告してください。

2月上旬には、税務グループの窓口にて「所得税

の確定申告の手引き」を準備していますので、参考

にしてください。



平成18年度 平成19年度 平成20年度 

均等割 
所得割 

1,300円 
3分の1を課税 

2,600円 
3分の2を課税 

4,000円 
全額課税 

長期損害保険（保険期間が10
年以上で、かつ、満期返戻金
がある契約のもの） 
短期損害保険（長期損害保険契
約に該当する契約以外のもの） 
長期損害保険と短期損害保険
がある場合 
長期損害保険料控除額と短期
損害保険料控除額の合計 

控除限度額 
所得税 

控除内容 

●損害保険料控除（平成19年度課税分まで） ●地震保険料控除（平成20年度課税分から） 

住民税 

15,000円 

15,000円 

3,000円 

10,000円 

10,000円 

2,000円 

地震保険料と長期損害保険が
ある場合　 
地震保険料控除額と長期損害
保険料控除額の合計 

控除限度額 
所得税 

控除内容 
住民税 

50,000円 

長期損害 
保険料分 
15,000円 

25,000円 

50,000円 25,000円 

長期損害 
保険料分 
10,000円 

にかかる 
制改正 税 

平成20年度から実施 

にかかる 
制改正 

住 住
民
税 

3 住宅借入金等特別控除の減少額相当分が住民税から控除されます。 
《平成20年度から平成28年度の住民税について適用》 

2 65歳以上の方の非課税措置廃止に伴う経過措置が廃止されます。 
《平成20年度以降の住民税についてのみ適用》 

1 地震保険料控除が創設されました。 
（損害保険料控除は廃止） 
《平成20年度以降の住民税、平成19年 
  分以降の所得税について適用》 

改 

正 

地震保険料契約に関する保険料
の１/２　【経過措置】平成18年
12月31日までに締結した長期損
害保険契約については従前の損
害保険料控除が適用されます 

確定申告書のお問い合わせや 
提出は加古川税務署へ 

確定申告書のお問い合わせや 
提出は加古川税務署へ 

県立病院 

明姫幹線 
至
播
磨
町 

至
高
砂
市 

東行一方通行 

税務署 

裁判所 検察庁 

郵便局 

西行一方通行 

JR加古川駅 

2

250

2

税
の
申
告
申
告
は
お
早
め
に 
税
の
申
告
は
お
早
め
に 

税
務
署
か
ら
の
お
知
ら
せ 

▼
問
い
合
わ
せ
　
加
古
川
税
務
署
　
1
０
７
９
（
４
２
１
）
２
９
５
１ 

GS

総合保険事務所 

鶴林公園 

明姫幹線 

別
府
川 鶴

林
道 

至
播
磨
町 

至
高
砂
市 
郵便局 

小南 
公園 

市
民 

会
館 

市
役
所 

至JR加古川駅 

申告会場 
新館10階 

250

駐車場 
カーパーク 
つつじ 

9
広報はりま 20.2

8
広報はりま 20.2

税
理
士
に
よ
る
地
区
申
告
相
談
所

小
規
模
事
業
者
の
た
め
の
申
告
相
談
所
を

開
設
し
ま
す
。
消
費
税
の
申
告
相
談
に
も
応

じ
て
い
ま
す
の
で
、
お
気
軽
に
ご
利
用
く
だ

さ
い
。

▼
開
設
期
間

２
月
18
日
(月)
、
19
日
(火)

▼
時
間

午
前
10
時
〜
正
午
、
午
後
１
時
〜

４
時

▼
場
所

中
央
公
民
館
　
２
階
視
聴
覚
室

▼
持
ち
物

前
年
分
の
収
支
内
訳
書
の
控
え

や
申
告
書
の
控
え
・
筆
記
用
具
・
電
卓

▼
費
用

無
料

▼
協
力

近
畿
税
理
士
会
加
古
川
支
部
・
商

工
会
議
所
・
商
工
会
及
び
(社)
加
古
川
納
税
協

会
な
ど

※
町
県
民
税
・
国
民
健
康
保
険
税
の
申
告
お

よ
び
譲
渡
所
得
・
贈
与
税
・
相
続
税
関
係
の

相
談
は
行
っ
て
い
ま
せ
ん
。

還
付
申
告
専
用
会
場
の
ご
案
内

還
付
申
告
書
作
成
会
場
を
開
設
し
ま
す
。

▼
対
象

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
（
中
途
退
職
さ
れ

た
方
を
含
む
）
や
年
金
所
得
者
で
医
療
費
控

除
や
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
の
還
付
申
告

を
さ
れ
る
方

▼
期
間

２
月
１
日
(金)
〜
３
月
17
日
(月)

（
土
・
日
、
祝
日
を
除
く
）

▼
時
間

午
前
９
時
〜
正
午
、
午
後
１
時
〜

４
時

▼
場
所

加
古
川
市
役
所
　
10
階

※
事
業
所
得
、
不
動
産
所
得
や
譲
渡
所
得
の

あ
る
方
、
贈
与
税
・
相
続
税
関
係
の
相
談
は

行
っ
て
い
ま
せ
ん
。
な
お
、
混
雑
状
況
に
よ

り
、
終
了
時
間
前
に
入
場
を
締
め
切
ら
せ
て

い
た
だ
く
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
あ
ら
か

じ
め
御
了
承
願
い
ま
す
。

所
得
税
の
確
定
申
告
は
、さ
ら
に
便
利

で
使
い
や
す
く
な
っ
た
ｅ
‐
Ｔ
ａ
ｘ
で
！

あ
ら
か
じ
め
登
録
を
す
れ
ば
ご
自
宅
か
ら

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
、
申
告
や
納
税

な
ど
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
「
国
税
電
子
申

告
・
納
税
シ
ス
テ
ム
（
ｅ
‐
Ｔ
ａ
ｘ
）」
の

サ
ー
ビ
ス
が
あ
り
ま
す
。

ｅ
‐
Ｔ
ａ
ｘ
で
所
得
税
の
確
定
申
告
を
行

う
場
合
、
医
療
費
の
領
収
書
や
源
泉
徴
収
票

な
ど
は
、
提
出
に
代
え
て
、
記
載
内
容
を
入

力
し
て
送
信
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

（
確
定
申
告
期
限
か
ら
３
年
間
、
添
付
書
類

の
提
出
ま
た
は
提
示
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
）

ま
た
、
本
人
の
電
子
署
名
及
び
電
子
証
明

書
を
付
し
て
所
得
税
の
確
定
申
告
を
ｅ
‐
Ｔ

ａ
ｘ
で
行
う
と
、
最
高
５
千
円
の
所
得
税
の

税
額
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

な
り
ま
し
た
。（
平
成
19
年
分
又
は
20
年
分

の
い
ず
れ
か
１
回
）

ｅ
‐
Ｔ
ａ
ｘ
で
申
告
さ
れ
た
還
付
申
告
は

早
期
処
理
し
て
い
ま
す
（
３
週
間
程
度
に
短

縮
）
の
で
、
是
非
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

ｅ
‐
Ｔ
ａ
ｘ
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

http://w
w
w
.e-tax.nta.go.jp

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
確
定
申

告
書
等
作
成
コ
ー
ナ
ー
」
を
利
用
く

だ
さ
い

確
定
申
告
期
は
、
多
数
の
納
税
者
の
方
々

が
税
務
署
に
お
越
し
に
な
り
、
大
変
混
雑
し

ま
す
。

国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
は
、
ご
自
宅

で
簡
単
に
申
告
書
が
作
成
で
き
る
「
確
定
申

告
書
等
作
成
コ
ー
ナ
ー
」
を
掲
載
し
て
い
ま

す
の
で
、
是
非
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

な
お
、
作
成
さ
れ
た
申
告
書
は
郵
送
な
ど

に
よ
り
提
出
い
た
だ
く
と
、
税
務
署
に
行
く

必
要
が
な
く
便
利
で
す
。

http://w
w
w
.nta.go.jp

s相談日時 月～金曜日（土・日、祝日を除
く） 午前9時～正午、午後1時～5時
※2月24日・3月2日の日曜日に限り、確定申
告の相談・申告書の受け付けを行います。

s問い合わせ ○所得税・消費税に関すること
1０７９（４２１）２９５３
○譲渡所得・贈与税に関すること
1０７９（４２１）２９５４

申告と納税は期限内に
○所得税・贈与税　3月17日(月)まで
○消費税（個人事業者） 3月31日(月)まで
※税務署は駐車場スペースが少ないので、車
での来場はご遠慮ください。
特に本年は税務署付近の県道拡張工事のた

め、昨年以上の渋滞が予想されますので、確定
申告期間中の車でのご来場はご遠慮願います。
なお、税務署から北
へ約400mのニッケ
パークタウンでは、
2時間まで無料（9
時半から利用可）で
駐車場が利用できま
すので、こちらをご
利用ください。

広報はりま11月号にて紹介した「税のお知ら

せ」の特集はご理解いただけましたでしょうか？

2月18日(月)から始まる確定申告に向け、20年度

実施の改正について、再度お知らせします。

近年多発している地震災害を受け、「地震災害に対する国民の自助努力による個人資産の保全を促進し、地域
災害時における将来的な国民負担の軽減を図る」目的で、損害保険料控除が改組され地震保険料控除が創設され
ました。

平成17年1月1日時点において、65歳以上（昭和15年1月2日以前生まれの方）で前年の合計所得が125万円以
下の方については、平成19年度は年税額の3分の1が減額されていましたが、平成20年度からは全額課税となり
ます。

税源移譲により、所得税が減額となり、控除できる
住宅ローン控除額が減る場合があります。平成18年
末までに入居し、所得税の住宅ローン控除を受けてい
る方で、所得税から控除しきれなかった額がある場合
は、翌年度の住民税（所得割）から控除できます。
s対象者 平成11年から平成18年末までに入居した
方で、次の（ア）または（イ）のどちらかにあてはまる方。
（ア）税源移譲により所得税額控除が減少することによ

り、住宅借入金等特別控除限度額が所得税額より

大きくなり、控除しきれなくなった方。
（イ）住宅借入金等特別控除限度額が所得税額より大き

く、税源移譲前でも控除しきれなかったが、税源
移譲により控除しきれない額が大きくなった方。
給与所得者の方については、以下の通り、平成19

年分の給与所得の源泉徴収票の摘要欄に「住宅借入金
等特別控除可能額」が記載され、この金額が源泉徴収
票の「住宅借入金等特別控除の額」より大きい場合に、
住民税の住宅ローン控除の対象となります。

※平成18年度から上記の均等割に県民緑税800円が加
算されています。（県民緑税は減額の対象にはなっ
ていません）



平成18年度の人事行政の運営等の状況を公表します 

イ. 技能労務職　（年齢別初任給） 
　 職種により級が決定され、採用時の年齢によって号 
　 給が決定します。 

(1)初任給の金額 
ア. 一般行政職（新卒の場合） 

今年度の正規職員の競争試験・選考は実施しませんでした。 

(3)部門別職員数（平成18年4月1日現在） 

区　分 

大学卒 

短大卒 

高校卒 

号給 

1級29号給 

1級21号給 

1級13号給 

金額 

176,800円 

159,700円 

148,000円 

職種 

清掃作業員 

 

給　食　員 

年　齢 

18歳採用 

22歳採用 

18歳採用 

22歳採用 

号　給 

2級13号給 

2級29号給 

1級21号給 

1級37号給 

金　額 

145,100円 

171,200円 

140,300円 

164,200円 

3　職員の給与の状況（平成18年4月1日現在） 

2　職員の任免および職員数に関する状況 
（平成18年4月1日から平成19年3月31日） 

1　職員の競争試験および選考の状況 
（平成18年4月1日から平成19年3月31日） 

(1)職員の採用の状況 
作業療法士として正規職員1人を採用しました。（平成18年4月1日付） 

(2)職員の退職の状況（平成18年度中の退職者数） 
退職事由 
定年退職 
勧奨退職 
普通退職 
死亡退職 
合　　計 

人　数 
2人 
1人 
1人 
1人 
5人 

一般行政部門 

特別行政部門 

公営企業等会計など 
会計部門 

3人 
33人 
13人 
23人 
21人 
1人 
2人 
1人 
20人 
117人 
47人 
47人 
9人 
7人 
7人 
23人 
187人 

区　分 職員数 部　門 
議　会 
企画総務 
税　務 
民　生 
衛　生 
労　働 
農林水産 
商　工 
土　木 
小 計 
教　育 
小 計 
水　道 
下水道 
その他 
小 計 
合 計 

(4)級別職員数（平成18年4月1日現在）　合計 187人 
ア. 行政職給料表適用者 

職務の級 

合　　計 

職員数 

7級（理事） 

6級（統括・局長） 

5級（統括・リーダーなど） 

4級（リーダー・主任など） 

3級（主査） 

2級（主事） 

1級（主事） 

4人 

7人 

15人 

63人 

45人 

18人 

5人 

157人 

ウ. 教育職給料表適用者 

職務の級 

合　　計 

職員数 

2級（教育指導主事など） 3人 

3人 

　地方公務員法第58条の2の規定に基づき、前年度の地方公共団
体の職員の任用、給与、服務や勤務条件などの人事行政の運営
状況について公表します。これは、住民の皆さんに町職員の任
免や勤務時間その他の勤務条件などの情報を正しく知っていた
だくために公表するものです。 

平成18年度の人事行政の運営等の状況を公表します 平成18年度の人事行政の運営等の状況を公表します 

イ. 技能労務職給料表適用者 

職務の級 

合　　計 

職員数 

2級（清掃作業員、技能員、調理員、用務員） 

1級（給食員、用務員） 

26人 

1人 

27人 

加古川市加古川町北在家２０００ 

１０ 

播磨　太郎 

０ ２ ７１８ ４８０ 

４１０  ０００ １５０,０００ 

１２１  ０００ 

２４  ０００ 

給与 

次郎、五郎 

高砂市荒井町千鳥１-１-１ 

稲美商事  株式会社 

○ 

４ ３６８ ８００ ６ １３６ ２３１ 

３６９ ０００ ８１８ ４８０ １００ ０００ ５０ ０００ ８２ ５００ 

10○ 737

１ １ 

ハリマ タロウ 

｛　　　　　　　　　　　  ｝ 

にかかる 
制改正 税 

平成20年度から 
実施 

にかかる 
制改正 

住 住
民
税 

4 所得変動があった方について経過措置が適用されます。 
《平成20年度の住民税についてのみ適用》 

s問い合わせ　税務グループ　1０７９（４３５）０３５８ 

住民税の住宅ローン控除の適用を受ける方 住宅借入金等特別税額控除申告書の提出方法 

①年末調整済の給与収入のみを有しており確定申告をされない方 
②所得税の確定申告をされる方 

⇒ 
⇒ 
源泉徴収票を添付して市区町村へ提出 
所得税の確定申告書とともに税務署へ提出 

※上記の申告書は税務グループ窓口・税務署にあります。 

（a）前年分の所得税の住宅借入金等特別控除限度額 

（b）税源移譲前の税率で算出した前年分の所得税額 

（a）と（b）のいずれか少ない金額 

住民税の住宅ローン控除額の計算方法 

税源移譲後の税率で 
算出した 

前年分の所得税額 

住民税からの 
控除額 － ＝ 

給与収入のみの方（サラリーマンなど）については、源泉
徴収票の摘要欄の『住宅借入金等特別控除可能額①』に記
載された金額が、「住宅借入金等特別控除の額②」より大
きい場合に、申告の対象者となります。 

① ① 

② ② 

11
広報はりま 20.2

10
広報はりま 20.2

税源移譲により、所得税率の変更による税負担の軽
減の影響は受けず、住民税率の変更による税負担の増
加の影響のみを受ける方については、既に納付済の平
成19年度分の住民税額から、税源移譲により増額と
なった住民税相当額を還付します。

この経過措置は、平成20年7月1日から同月31日の
間に、平成19年1月1日時点の住所地の市区町村に申
告することで適用されます。詳細は決まり次第広報な
どでお知らせします。

平成20年以降、住民税の住宅ローン控除の適用を受けるためには、毎年申告が必要となります。
平成19年分の所得税から控除しきれない額が発生した場合、平成20年3月17日までに、平成20年1月1日現在

お住まいの市区町村へ「市町村民税道府県民税　住宅借入金等特別税額控除申告書」を提出してください。年末
調整によって所得税における住宅借入金等特別控除の適用を受けた方についても、市町村に申告書を提出する必
要があります。なお、確定申告書を提出する場合は、税務署を通して住民税用の申告書を提出することになりま
す。

s対象者 次の（ア）（イ）の両方にあてはまる方
（ア）平成19年度の住民税の課税所得金額（申告分離課税分を除く）が、住民税と所得税との人的控除額の差の合

計額より大きい方
（イ）平成20年度の住民税の課税所得金額（申告分離課税分を含む）が、住民税と所得税との人的控除額の差の合

計額以下の方
s計算方法 平成19年度の合計課税所得金額について、税源移譲後の税率を適用し、調整控除を行った後の税額
から、税源移譲前の税率を適用した税額を、差し引いた額を減額します。（既に納付済みの場合は、還付します）




